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平成5年 版通信 白書の発表に当たって

今年 は、昭和28年 に、 日本で初め てテ レビジ ョン放送が開始 されてか

ら、 ち ょうど40年 を迎 える記念すべ き年 に当た ります。

今 日では、通信衛星 を始め とす る情報通信網の整備 などに より、映像

情報が国境 を越え、世界 中で起 きている出来事 を瞬時に、 しか もリアル

に家庭において接す るこ とが可能 になっています。

また、映像 メディアは、 コンピュータ グラフ ィックスや仮想現実感 な

どの新 しい映像技術 の登場や情報通信 との融合 を通 じて、娯楽、文化 の

み ならず産業、 医療及び教育等、幅広 い領域で活用 され るように な りま

した。 しか も、従来、見るこ とが できなか った事物が視覚化 され、仮想

体験がで きる時代 となっています。そ して、今後の社会 の発展に大 きな

貢献 を果 た してい くこ とに期待が寄せ られてい ます。

今 回の通信 白書にお きましては、このよ うな状況 を踏 まえ、映像系 の

情報通信環境が著 しく変化 してい る現代 を 「映像新 時代」 と位 置づけ ま

した。

郵政省 といた しましては、今後 とも、豊かさ とゆ と りが実感で きる生

活大国の構築 な どに向け、情報通信の一層の発展に積極的に取 り組ん で

まいる決意 であ ります。

この 白書が、我が国の情報通信の現状並 びに情報通信政策に対す る国

民の皆様 のご理解 を深め る上 で、一助 となれば誠に幸 いに存 じます。

平成5年6月

鋤 臣Φ 泉 鮭 ・ゆ





凡 例

この白書においては、以下の略号等を使用している。

NTT:日 本電信電話株式会社

KDD.国 際電信電話株式会社

NHK。 日本放送協会

民放連 ●社団法人日本民間放送連盟

ISDNサ ービス総合デジタル網

民活法:民 間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する

臨時措置法




